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J) 同本工作機械工業会「工作機械統計要質J1981年版， 220ベ}シより (原資料は American
Machinist)。以下では〔要覧〕と暗記ー なお1982年には第1位になったと言われる。
2) !j林E人，日本工作機械士業の技術発展の統計的分析， i経持論議l昭和四年9・10月。
日本工作機J戒工業の高度成長と戦後における発展形態 (33) 3 
機械輸出の急」首を非難してきた NMTBA(米工作機械工業協会)は 83年3
月米商務省に対して，工作機械の輸入急増は国防上問題であるとの理由から，



















るヘ GAO報告は，“ TheU.S. Army， Machine ToolIηdustry Study， 1978妙
に依拠Lつつ，以下のように述べている。
めの 「日本経済新聞J1983年3月1日付夕刊， 2月9日付， 3月10日付。
6) ，川本 前掲論:iI:. 1節一
6) GeneraI Accounting 0田ceof t出eU. S. United Stat釘-JatanTrade: Issues And Probrems. 
1979 なお不正確ながら邦訳もある(日本貿易振閉会刊U，1979年〉。 また E.Hudleyは Anti





分は最新の高度に自動化された生産工程 (highlyautomated production pro-
cesses)を採用しているロこれが短時間に，競争可能な価格と品質で同種の機
マク品 γグセγター









































































































100，892 1日目 127，105 100 
73，240 100 95，132 94 126，558 99 
77，9日D 106 90，906 90 121，538 96 
51，443 70 70，349 70 89，242 70 
86，724 118 76，453 76 98，373 77 
142，228 194 126，041 125 149，685 118 
157，742 215 175，986 174 194，984 154 
210，429 287 239，988 238 255，384 
225，153 100 312，349 100 315，821 
131，131 58 264，405 85 254，870 81 
154，327 69 205，180 66 195，910 62 
259，151 115 305，223 98 255，239 81 
189，994 84 358，610 115 237，981 75 
145，606 65 230，739 74 139，207 44 
219，694 98 228，604 73 132，617 42 
302，931 135 365，525 117 176，663 56 




















注金額の単位ば百万円u 重量の単位は 1.'/ '"指激は円ー ク時を100とした。





























位と 3位は自動車製造業と輸山とが占めている。 I 般機械」には工作機械工
団 (38) 第133巻第l・2号
第2表工作機械受注額の需要部門別構成地 〈単位克〉
五ょご 1958 1960 1問問 1968 1970 11971…山町8 1叩
鉄非鉄鋼金属・ 7.1 6.2 4.4 3.4 3.2 4.2 1.9 3.0 4.1 
金属製品 4.0 3.2 5.1 5.4 4.3 3.1 4.1 3.9 3.3 
機械〔小計〉 76.8 76.8 71.4 64.3 74.3 72.0 63.1 74.5 55.9 
一般機械 25.7 33.2 37.4 28.2 36.9 36.0 32.1 36.3 35.6 
電気機械 22.1 16.2 6.5 4.5 6.2 5.1 4.7 6.1 3.4 
自動車 16.3 21.0 18.8 23.0 23.2 23.7 19.3 27.0 11.1 
造輸船送そ機の他械 8.2 4.2 3.8 3.6 4.0 4.0 4.2 2.5 3.4 
精密機械 4.5 2.2 4.9 5.0 4.0 3.4 2.8 2.6 2.4 
輸 出 0.5 2.2 5.2 13.2 7.4 6.7 12.6 7.2 22.0 
商社・代理!苫 8.6 4.6 6.4 11.3 13.6 8.6 10.9 























(第1表〕。 この間の当工業の特徴は， シュニアマ γ ンの量産体制の形成と不
況期の過当競争である。少し許しく見ょう。
当時は多機種少量生産が工作機械士業の価格競争力の侭きの原因とされてい






















12) 三品事頼「日本の工作機械J1958午， 116へージ， 118べ-""など。
13) 三輪芳郎，自由化を迎える工作機械工業， I経済評論J1962年9月，花ベ ジ。日本長期信用
銀行「調査月報JNo開， 1960年，出-<:!4ベー シ。後者は以下〔長担 No.98J と暗記。
14) 日本開発銀行，前出， 33ベージ。
15) 加藤博男，工作機械工業の構造と課題j 有沢広巴編「現代日本産業講座JVI， 196C年， 378ベ
シロ
16) ニュー スダイクエスト社「工作機械工業10年の軌跡J1974年， 44へー ジ。以下[10年7と略記」




























21)22)23) 以上は順番に， l長銀 No.98J 34-35ベ ジ， 38ページ， 46-48へ ジによる。
24) [10年.J44ベージ， 50ベー ジG
25) 三輪芳臥工作機枕 「経背評論J1967年11月， 153へージ。
26)27) 長銀 No.98J 40ベー ジ。 [[0年J44へ ジも参照。




年 1964 1965 1966 1968 1970 
割 賦 上t 率 30.6 28.1 23.6 12.2 11.9 
頭金なし割賦の比率 71.2 67.0 59.1 52.1 59.1 
金刺なし割賦の比率 40.9 .14.3 日7.0 28.2 29.0 
く41) 41 
〈単位出〉
1971 1973 1975 
19.4 9.2 18.5 
75.6 81.0 89.3 
42.1 4日4 30.7 
注割賦販売とは，代金を6声月以上にわたり 3回以上に分けて茸領するもののこと。割賦
比率とは，総受注額に対する割賦受注額の比率。日工会所属企業のみの調査であり j また



















33) (長主長 No.9MJ 55-57ヘー シ。
34) r日本経済新聞J1964年10月18日付。
35) (長銀 No.98J 53ベー ジ。



























3の3の39)40)41) 以上は順番に[l[年J52， 53， 18， 85. 81の告へー ジによる。
42)43) 同止:， 82へー ジ.4らページ。
4心45) 同上.53ベジ.91ベジ。


























48) 向上， 81， 91へ ジo さらに，太陽銀行 l調査月報J1972年8月.16へージ， r同J1972年4
月.15ペー ジも参照。
49) 日本工作機械工業会「工作機械白書J1975年.152.ベー ジ。以下[白書〕と暗記。




























53) [10牛]52ページ. 168-9へー ジ。
54) 小林，前掲論文.1I節を毒照b
























55) 太陽銀行「調査月報J1972年5月， 15ページ， r同J1972年4月， 15へー ジ。
56) [10年)85へージ。
57) 日本工作機械工業会「工作機械ニュ スJ1975年11月， 23へー ジ。
58) 日興リサ チセンター 「投資月報J1972年12月， 35ページ。
59) [10年1219ベージ。
60) 太陽銀行「調査月報J1972年5月， 21へー ク。
























































形成されている， MCの乱売競争が伝えbれている， 国内田 NC機需要の60%は中小二企業であ




























F M S (Flexible Manufacturing System)に近い考え方を提出した Melman
の見解は改めて注目されてよい。しか L現在のソ連は西独などから工作機械を
大量に輸入する，工作機械の入超国である'"'。また日本は，標準般の価格，品
75) 日本長期信用組行「調査且報JNo. 177， 19BC年8月， G4-之 ジ。
76) ニ ι スーダイジ z スト社「世界の工作機械工業J19百年.292ペー ジ。
77) 以上はj 三捕方郎，工作接抗山田兎三組「日本産業のライバルたちJ1962年. Bベ ク以下
より。
78) 五十嵐則夫， ソヴェト工作機紙工業D発展と工作機械について. r青山社会科学記要」第9巷
第l号.79ベシ以下。























79) ニュ スダイジェスト社，前掲書J 256， 280， 294の各ベー ジ品かを参照。
80) 林信太郎「日本機械輸出論J1961年， 36-37ベージ。 なお同氏のその後の見解については，鶴
田俊正「戦後日本の産業政策J1982年， 127-129ベ}ジを参照。
81) 西ドイツの工作機械市場， I機械工業海舟情報J1980竿11月， 11ベー シ。
82) 出水笠ー 「日独経済比較論J1981年， 101-102ベ ν。



























84) 一寸オζ 前掲書， 239ベーν。
85) 通産省重工業局「機械工業振興の方企J19!'i6年， 83へージ以下 210ベージ以下。
86) 機械工業研究会編「日本の機械工業J19回年， 534ベ}ジ。 [10年)45ベ}ジ。
87) 日本工作機械工業会「工作機械製造業界の長期発展構想J1968午， 42-43ペー ジ。
日本工作機械工業の高度成長と戦後における発展形態 (51) 51 
しうる。従って今後の日本工作機誠工業が水平貿易の実現やそのための独自技
術の開発を指向するには，中小企業の自立化や企業規模間賃金格差の解消，特
定工業偏重，輸出偏重の経済構造の是正など，総じて産業構造の根本的改革が
不可欠となるであろう。
(1日"~年 6 月〉
